


清掃事業の特別区移管

昭和18年東京都制施行（東京市35区は都の直近下
級組織に）清掃事業は市から都に

昭和22年「地方自治法施行」(特別地方公共団体・原
則市の機能・区長公選）

人事・事務・財政の機能は十分には移管されず

昭和26年地方行政調査委員会会議 第二次勧告

特別区の存する区域においては一つの大都市としての性格を有しているこ
とから、自治法が特別区を市と同一の機能を有するとしている規定を見直
す。財産区、都の区又は市の区に近いものと考えるのが妥当。

昭和27年「地方自治法改正」(都が基礎的自治体・区
は内部団体・区長公選廃止）



○昭和37年10月 第８次地方制度調査会 答申

「都は、市の事務をも併せ行うものとされているため、人口及び産業の過度

集中の進むにつれて、都行政は質量ともに膨大となり、一つの経営体としての

円滑かつ能率的な運営が期せられなくなっている。

都は、事務を大幅に特別区に委譲し、首都にふさわしい重要な事務に専念

できるようにすべきである。」

東京オリンピックを控え順調な戦後復興、
東京の人口・産業の過度の集中がその背景

○昭和39年７月 地方自治法改正
福祉事務所等を特別区に移管・特別区の事務を

21項目へ、地方税法上の課税権付与、ごみの収集
・運搬は特別区の事務に規定
（ただし別に法律で定める日まで都が処理）
※区は制限自治区として依然として都の内部団体

ところが都の人口は1000万人超え・・・



清掃事業の特別区移管
昭和49年「自治法・廃掃法改正」

区長公選制復活

保健所の設置管理事務の移管

配属職員制度の廃止

都区協議会設置

一般廃棄物の収集・運搬は特別区の事務だが別に法律が定め
る日までは都がすべて処理する。

☆ 昭和56年「特例市構想」(特別区調査会）

→昭和59年「新しい都制度の在り方」（都制度調査会）

→昭和61年「都区制度改革の基本的方向の合意）（都区協議会）



清掃事業の特別区移管

○平成２年９月 第22次地方制度調査会 答申

「当調査会としては、特別区は、原則として、市が処理することとされている

事務を処理するものとすることを基本的な考え方として、できる限り特別区に

移譲することが適当であると考える。すなわち、一般廃棄物の収集・運搬に

関する事務、昭和61年２月19日の都区協議会の「都区制度改革の基本的方向」

に掲げられている事項については、概ねその方向で、特別区へ移譲すべきで

ある。また、一般廃棄物の収集・運搬に関する事務の移譲については、住民の

理解と協力、関係者間における速やかな意見の一致が望まれる。」・・・

以上に述べた特別区の処理する事務の範囲の拡充、特別区の性格

付けなどの措置は、相互に関連し、不可分となっているので、今回の

都区制度改革は、一般廃棄物の収集・運搬に関する事務の委譲を含め

て、一括して実施すべきである。」



清掃事業の特別区移管

平成5年「清掃事業のあり方」の共通認識
(都と都職労）

「一般廃棄物の処理については、収集・運搬・中間処理までは
各区が一貫して責任を負う」

平成6年「都区制度改革に関するまとめ」(協議案）を都区合意

「特別区が基礎的自治体となることに鑑み、清掃事業の全てに
責任を持つことを基本とする。」

自区内処理の実現を目指す（直営車車庫整備、地域処理を図れる程
度の可燃ごみ全量焼却体制、新海面処分場の供用開始）

不燃ごみ・粗大ごみの中間処理とし尿の処分を共同処理する
ため一部事務組合を設置する。

区間、都区間の調整、特別区の共通事項を処理する協議会を
設置する。
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清掃事業の特別区移管

平成10年 改正地方自治法公布

特別区の基本方針(特別区長会）

①収集・運搬は各区が直接実施する。

②可燃ごみの中間処理についても、(中略）ダイオキシン対策

期間中(平成17年度まで）共同処理を行う。その間に協議案に

ある地域処理を行うための諸課題を解決する。

都区制度推進委員会

→・可燃ごみの共同処理の決定（一定期間の共同処理）

→・可燃ごみの共同処理形態の決定（一部事務組合とする）
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清掃事業の特別区移管

平成12年 清掃事業の特別区移管と清掃一組設立

東京二十三区清掃一部事務組合規約

第3条（組合の共同処理する事務）

組合は、次に掲げる事務を共同処理する。

（１）可燃ごみの焼却施設（当該施設と一体の溶融固化施設及びごみ運
搬パイプライン施設を含む。の整備及び管理運営

（２）前号に掲げる施設以外のごみ処理施設の整備及び運営管理

（３）し尿を公共下水道に投入するための施設の整備及び管理運営

付則

第三条第一号の事務については、平成十七年度末をもって、共同処理を
廃止するものとする。



東京スリムプランとごみ量の推移

平成9年12月に東京都が策定した

一般廃棄物処理基本計画。

(平成9年度～23年度15年間)
協議案を踏まえ、23区が地域処理を
経て将来の自区内処理実現を図る
計画。(平成30年度)
稼働中の工場は15工場(大田第二を
除く) 建替中(北・江東)

建設中(墨田・港・豊島)。
10年度以降の建設計画(渋谷・

中央）18年度以降（新宿・

中野・荒川)となっている。

また、千代田・文京・台東地区

については引き続き建設に努力

するとしている。

• 移管にあたり23区と清掃一組はこの
計画を継承した。
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清掃事業の特別区移管

「特別区における一般廃棄物の中間処理について」

（平成15年7月）

①23区は相互に協調連携し、全体の責任として安定的な中間処理体制
を確保すること

②ごみ量の減少、危機的な財政状況等の社会状況の変化を踏まえるな
らば、新たな清掃工場の必要性はないこと

③今後の特別区における中間処理のあり方については、「協議案」にとら
われることなく、改めて区長会で協議すこと

（平成15年11月）

特別区における中間処理は、平成18年4月1以降も当分の間、清掃一組

による共同処理が望ましく、この際には清掃一組の抜本的な改革を行い
、効率的・効果的な運営を図るべきであること。

23区間に中間処理に係る様々なアンバランスが存在しているため、その
是正のための検討を行っていく必要があること

当分の間、清掃一組による共同処理を継続





廃止時の共用年数

注 全国施設数は、「一般廃棄物処理実態調査」(環境省 平成18～28年度)より作成。

発電設備を設置している全連続式焼却施設を対象とした。

図－Ⅳ－7 全国と清掃一組施設の廃止時共用年数



清掃工場の耐用年数

全国平均 ２５．８年

一組 ２６．５年

計画耐用年数 ２５年～３０年

延命化実施施設 ４０年





注 都市計画法に定める事項に変更が生じた場合は、別途都市計画手続を行う。

図－Ⅳ－８ 建替計画及び環境影響評価手続の工程表



建替工事の期間

焼却能力 規模 標準工期

２００トン/日 ２００トン×１炉 ５２月

３００トン/日 １５０トン×２炉 ５８月

４００トン/日 ２００トン×２炉 ６０月

５００トン/日 ２５０トン×２炉 ６８月

６００トン/日
６００トン×１炉 ６７月

３００トン×２炉 ７２月



図－Ⅳ－９ 清掃工場の整備時期
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図－Ⅳ－１１ 分散化のイメージ



図－Ⅳ－１２ 規模拡大のイメージ



参  考
R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 Ｒ17～

H27.11 250t×２炉 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19
H29.9 300ﾄﾝ×２炉 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17
R3.3 150ﾄﾝ×２炉 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

新 H26.9 300ﾄﾝ×２炉 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
第一 H2.3 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38

R5.3 300ﾄﾝ×２炉 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
H7.12 200ﾄﾝ×２炉 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39
H8.3 600ﾄﾝ×１炉 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39
R9.5 300ﾄﾝ×２炉 1 2 3 4 5 6 7

H10.1 600ﾄﾝ×１炉 24 25 26 27 28 29 30 31
H10.3 600ﾄﾝ×１炉 24 25 1 2 3 4 5
H10.9 600ﾄﾝ×３炉 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36
H11.1 300ﾄﾝ×３炉 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36
H11.6 200ﾄﾝ×２炉 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35
H13.7 300ﾄﾝ×２炉 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33
H13.7 200ﾄﾝ×１炉 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33

19 20 21 22 23 24 25 26 27
(47) (48) (49) (50) (51) (52) (53) (54) (55) 
18 19 20 21 22 23 24 25 26 27
(48) (49) (50) (51) (52) (53) (54) (55) (56) (57) 
17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
(44) (45) (46) (47) (48) (49) (50) (51) (52) (53) (54) (55) (56) (57) 
16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29
(48) (49) (50) (51) (52) (53) (54) (55) (56) (57) (58) (59) (60) (61) 
15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26
(45) (46) (47) (48) (49) (50) (51) (52) (53) (54) (55) (56) 

H20.3 150ﾄﾝ×２炉 14 15 16 17 18 1 2

309 311 311 320 321 321 322 324 313 317 313 312 316 314
276 276 278 278 278 279 279 278 277 277 276 275 274 273
12 12 12 15 15 15 15 16 13 15 13 13 15 15

※１ 大田清掃工場第一工場は１炉目を令和２年度までに整備している。
※２ 施設規模については、今後のごみ量の実績等を踏まえ次回の計画改定の際（令和６年度末改定予定）に改めて見直す。 ★

工場名
しゅん工

年月
規模

北

計   画   期   間

練 馬
杉 並
光が丘

大
田 200ﾄﾝ×３炉
目 黒
有 明
千 歳
江戸川
墨 田

新江東
港

豊 島
中 央
渋 谷

H14.11 300ﾄﾝ×２炉

多摩川 H15.6 150ﾄﾝ×２炉

板 橋

足 立 H17.3 350ﾄﾝ×２炉

品 川 H18.3 300ﾄﾝ×２炉

葛 飾 H18.12 250ﾄﾝ×２炉

世田谷

:2020年東京大会に伴う休止
:建替事業開始年度

 計画年間焼却能力  （万トン）
 清掃工場処理量  （万トン）
 焼却余力      （％）

建替工事 600ﾄﾝ

建替工事 600ﾄﾝ

建替工事 600ﾄﾝ

建替工事 600ﾄﾝ ※２

再整備工事 ※1

延命化工事

建替工事 500ﾄﾝ

延命化工事

延命化工事
延命化工事

延命化工事
延命化工事

建替工事 300ﾄﾝ ※２

建替工事500ﾄﾝ※２

建替工事 600ﾄﾝ



図－Ⅳ－１３ しゅん工時期と耐用年数時期







中防処理施設管理事務所について



【二次電池の火
災】
監視カメラ映像











【二次電池の火
災】
再発防止策















粗大破砕機閉塞





















ご清聴ありがとうございました


